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Ⅰ．背　　景

日本老年看護学会からの提案等により，2016年度診
療報酬改訂において，医療機関に身体疾患の治療のため
に入院した認知症高齢者へのチーム医療に対し，「認知
症ケア加算 1」，および「認知症ケア加算 2」が診療報酬
に導入された．
認知症ケア加算 1では，病院において専任の老人看護

専門看護師，精神看護専門看護師，認知症看護認定看護
師と，常勤医師，常勤看護師，社会福祉士あるいは精神
保健福祉士等で構成される認知症ケアチームを設置し，
先の看護師が週 16時間以上認知症ケアチームの業務に
従事し，認知症症状の悪化の予防，身体疾患の円滑な治
療のための環境調整やコミュニケーションに関する看護
計画の立案・実施，評価を認知症ケアチームと病棟が連
携して行うことに対して報酬化された．そして，認知症
ケアチームは，1回程度のカンファレンスの実施および

認知症患者のケアに関する研修の実施を行うことによ
り，診療報酬が加算されることになった．
認知症ケア加算 2では，認知症患者の入院病棟に認知

症患者のアセスメントや看護方法等について研修を受け
た看護師を複数配置し，認知症ケアの手順書を作成・活
用したうえで，認知症症状の悪化の予防，身体疾患の円
滑な治療のための環境調整やコミュニケーションに関す
る看護計画の立案・実施，評価を行うことにより診療報
酬が加算されることになった．
認知症および認知機能低下者を含む高齢入院患者へ

の老年専門職チームによる介入の効果を検討したシステ
マティックレビュー（亀井ら，2016）によると，老年専
門職チームによる介入は，高齢入院患者群の平均在院日
数の減少に効果的であることが示唆されている．また異
質性の高さによりメタアナリシスの実施は行っていない
が老年専門職チームによる介入がせん妄発症を減少させ
る可能性を示した研究（Marcoantono et al., 2001；Sten-

vall et al., 2012）も提示されている．
一方，認知症あるいは認知機能低下の高齢入院患者に

対する老年専門職チームによる介入の効果は実証されて
おらず，今回導入された認知症ケア加算 1・2が，平均
在院日数やせん妄ケア，身体拘束実施状況等にどのよう
な効果をもたらすかは明確ではない．
そこで日本老年看護学会老年看護政策検討委員会で

は，認知症ケア加算が急性期病院の認知症ケアにどのよ
うな影響をもたらしたのか，導入後 1年以内の病院に勤
務する老人看護専門看護師，認知症看護認定看護師の認
識および改善事例を調査することとした．
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Ⅱ．目　　的

本調査の目的は以下の 2点である．
（1）認知症ケア加算 1および 2の算定後に，老人看護
専門看護師・認知症看護認定看護師は，病棟の認知症ケ
アの質・認知症看護に対する困難・認知症患者の状況の
変化についてどのように認識するか．
（2）認知症ケア加算 1および 2の算定後に，ケア加算
の導入により認知症ケアの質の向上が図られた事例には
どのようなものがあるか．

Ⅲ．研究方法

１．研究デザイン

研究デザインは探索的記述的研究である．

２．調査対象

研究対象は，2017年 3月時点で日本専門看護師協議
会に入会している老人看護専門看護師および認知症看護
認定看護師会に入会している認知症看護認定看護師で医
療機関に勤務している人とした．

３．データ収集方法

日本専門看護師協議会，認知症看護認定看護師会に老
年看護政策検討委員会から調査協力依頼文書を送付し同
意を得た．調査対象者に両団体から web調査の URLを
送付し回答を求めた．

４．データ収集内容

認知症ケア加算算定後の状況について，①認知症ケア
加算算定状況，②加算前後での所属病院での認知症ケア
の変化，③認知症ケア加算算定前後での所属病院での認
知症ケアの困難感ややりがいの変化，④認知症ケア加算
算定前後での所属病院での患者の状況の変化，について，
リッカートスケールによる選択回答および自由回答を得
た．また，⑤認知症ケア加算算定後に入院した認知症ケ
ア患者の事例のうち，認知症ケア加算の導入が効果的で
あったと判断される事例を 1事例選択するよう調査対象
者に依頼し，その詳細について自由記述で回答を得た．
最後に⑥回答者の属性と所属病院の属性の回答を得た．

５．分析方法

①～④，および⑥は記述統計を算出した後，群間の比

較等を行った．自由記述のデータについては内容をまと
め抜粋して提示した．⑤については得られた回答から認
知症の診断名と入院目的の記述統計を算出した．さらに
加算導入後の変化の典型例を 1事例示した．

６．倫理的配慮

本研究は千葉大学大学院看護学研究科倫理審査委員
会の承認を得て行われた．

Ⅳ．結　　果

１．回収率および分析対象者数

老人看護専門看護師 101人，認知症看護認定看護師
306人の計 407人にメールを送信し，186人（45.7％）
から同意・回答を得た．186人中，認知症ケア加算を算
定していない病院に勤務している 66人，病院以外に勤
務している 19人を除く 101人の回答を分析対象とした．

２．対象者属性（表 1）
認知症ケア加算 1を算定している病院に勤務している

人が 77人（76.2％），認知症ケア加算 2を算定している
病院に勤務している人が 24人（23.8％）であった．
年齢は 40代が 49.5％，勤務形態は病棟配置スタッフ

39.6％，病床数は 500床以上が 24.8％で最も多かった．

３．加算前後での所属病院での認知症ケアの変化（表 2）
「改善された」と回答した人が 8.9％，「少し改善された」
と回答した人が 69.3％，「変わらない」と回答した人が
21.8％であった．悪化した・少し悪化したと回答した人
はいなかった．
「改善された」と判断した人の判断理由の自由回答で
は，身体拘束の減少がみられたこと，具体的なケア改善
（せん妄・BPSDの改善，身体抑制の解除，適切な内服
調整の実施，在宅復帰率向上など）がみられたこと，チー
ム活動の充実がみられたこと，スタッフによる改善の認
知と満足度の向上がみられたこと，ケアの統一がみられ
たことが挙げられていた．
「変わらない」と判断した人の判断理由の自由回答で
は，病棟によって差がある，元々チームとして関与して
いたため大きく変化はない，実施期間が短いため看護計
画に反映されていない，看護師が研修で得た知識をうま
く活用できない，であった．
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４．認知症ケアに関する変化（表 3）
変化があったと調査対象者から認識されていた上位 3

項目は，「看護師の認知症ケアに対する意欲や動機の高
まり（84.2％）」「認知症ケアにおける多職種連携の改善
（75.2％）」「認知症ケアにおける身体的拘束の必要性の
検討の充実（75.2％）」であった．また，下位 3項目は，

「認知症患者・家族のケアに対する患者・家族の満足度
の向上（49.5％）」「認知症ケアにおける地域機関との連
携の促進（43.6％）」「看護師の認知症に特有の倫理的課
題や意思決定支援への理解の向上（37.6％）」であった．
認知症ケアに関する変化を，認知症ケア加算 1と認知

症ケア加算 2を取得した病院間で比較した結果を表 4に
示した．2群間で差がみられた項目は「認知症ケアにお
ける多職種連携の改善」「認知症ケアにおける多職種チー
ムのコミュニケーションの改善」「認知症患者の入院中
の行動心理症状の悪化の予防」の 3項目で，いずれの項
目も認知症ケア加算 1を取得している病院のほうが変化
を認識している割合が高かった．

５．認知症ケア加算の導入が効果的であったと判断され

る事例の介入内容と効果

1）記述されていた事例の概要
回答された事例は 92事例であった．認知症診断内訳
は，アルツハイマー型認知症 48例（52％），診断なし・
不明 18例（20％），脳血管性認知症 9例（10％），レビー
小体型認知症 5例（5％），認知症とのみ記載 4例（4％），
前頭側頭型認知症 3例（3％），パーキンソン病 2例（2％），
その他 3例（3％）であった．入院目的は，整形外科手術・
骨折 13例（11％），肺炎 11例（12％），そのほか，リ
ハビリテーション，心不全，脱水，尿閉，感染などが挙
げられた．
2）加算導入後の変化の典型例

90代女性．アルツハイマー型認知症．グループホー
ム入所中に，脳梗塞のため入院．
夜間の暴言・暴力を認めたため認知症ケアチームが介
入した．介入内容は，①看護師が付き添い，本人の好み
を確認しながら，パズル等を提供，②看護師の見守り，
③医師と内服の調整を検討，④食事内容は NST（栄養
サポートチーム）と検討をした，であった．介入の効果
として，①患者の夜間の睡眠確保，②暴言・暴力がなく
なった，③全量食事摂取ができた，④スタッフが認知症
で，どのような認知機能の障害があるか，できることは
なにかを見極めて，関わることができるようになった，
⑤一時的ではなく，グループホームから病院，病院から
グループホームへと継続している生活を考え，ケアでき
るようになった，が挙がっていた．
介入内容として，患者の意志と希望の確認と多職種間

での共有，多職種による全人的アセスメントによる認知
機能の把握と適切な薬物療法，身体拘束解除を含む患者

表 1　対象者属性

n ％
認知症ケア加算
認知症ケア加算 1 77 76.2
認知症ケア加算 2 24 23.8

性別
女性 98 97.0
男性 3 3.0
年代

20・30代 28 27.7
40代 50 49.5
50代 23 22.8
保有資格
認知症看護認定看護師 69 68.3
老人看護専門看護師 33 32.7
その他 6 5.9

勤務形態
病棟配置スタッフ 40 39.6
病棟配属管理者 30 29.7
看護部所属院内フリー 24 23.8
外来配属スタッフ 4 4.0
その他 17 16.8
病院の種類
特定機能病院 13 12.9
地域医療支援病院 39 38.6
上記以外の病院 48 47.5
その他 1 1.0

病院開設者
国 3 3.0
公的医療機関 31 30.7
社会保険関係団体 1 1.0
医療法人 22 21.8
その他の法人・会社等 30 29.7
個人 2 2.0
その他 12 11.9
病床数

 50～  99床 4 4.0
100～ 199床 22 21.8
200～ 299床 21 20.8
300～ 399床 16 15.8
400～ 499床 13 12.9
500床以上 25 24.8

表 2　所属医療機関の認知症ケアの改善度

n ％
1．改善された 9 8.9
2．少し改善された 70 69.3
3．変わらない 22 21.8
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安全の向上，生活史と生活機能のアセスメントに基づい
た日常生活ケア，多職種による退院支援があり，多職種
での評価と介入が展開されて「うまくいった事例」となっ
ていた．
これらの介入効果は，認知症のある患者への効果とし

て，認知症関連の症状の悪化予防，身体合併症および症
状の軽減，生活機能の向上など患者側の効果と，スタッ
フの知識の向上，連携の改善など，職員への効果の 2つ
があった．

Ⅴ．考　　察

１．認知症ケア加算を導入した老人看護専門看護師・認

知症看護認定看護師が認識しているケアの改善

病院の認知症ケアの改善は調査対象者の 78％が，改
善したと認識しており，変化なしとの認識が 22％であっ
たことから，急性期病院の老人看護専門看護師，認知症
看護認定看護師の多くは認知症ケア加算がケアの改善に
与えた影響を肯定的に評価していたといえる．特に，「ス
タッフの意識の変化」「多職種連携の改善」「身体拘束の
減少」については効果を強く認識していた．一方，「患者・
家族の満足度」「地域連携」「倫理的問題への対応」につ
いては「ややあり」「おおいにあり」と回答したものの

表 3　認知症ケアに関する変化

n＊ ％ ほとんどない あまりない ややあり おおいにあり
看護師の認知症ケアに対する意欲や動機の高まり 85 84.2 1.0％ 14.9％ 74.3％ 9.9％
認知症ケアにおける多職種連携の改善 76 75.2 4.0％ 20.8％ 58.4％ 16.8％
認知症ケアにおける身体的拘束の必要性の検討の充実 76 75.2 3.0％ 21.8％ 60.4％ 14.9％
看護師のアセスメントや援助技術，コミュニケーションの
向上

71 70.3 5.0％ 24.8％ 63.4％ 6.9％

認知症ケアにおける多職種チームのコミュニケーションの
改善

71 70.3 5.0％ 24.8％ 53.5％ 16.8％

認知症患者の入院中の行動心理症状の改善 71 70.3 4.0％ 25.7％ 57.4％ 12.9％
認知症患者の入院中の行動心理症状の悪化の予防 70 69.3 5.0％ 25.7％ 61.4％ 7.9％
認知症患者の入院中の身体疾患への治療の円滑化 68 67.3 3.0％ 29.7％ 61.4％ 5.9％
認知症ケアにおける鎮静を目的とした薬物療法の適正化 66 65.3 6.9％ 27.7％ 55.4％ 9.9％
看護師の BPSD，せん妄の予防や対応方法に対する知識の
向上

65 64.4 2.0％ 33.7％ 60.4％ 4.0％

認知症ケアにおける看護師と医師の連携の改善 64 63.4 4.0％ 32.7％ 50.5％ 12.9％
看護師の認知症の病態・治療等に対する知識の向上 62 61.4 3.0％ 35.6％ 56.4％ 5.0％
認知症ケアにおける看護計画の充実 62 61.4 2.0％ 36.6％ 49.5％ 11.9％
看護師の認知症ケアに対する困難感の軽減 58 57.4 3.0％ 39.6％ 52.5％ 5.0％
認知症患者・家族との意思疎通の改善 57 56.4 5.9％ 37.6％ 51.5％ 5.0％
認知症ケアにおける退院支援の充実 55 54.5 5.0％ 40.6％ 48.5％ 5.9％
認知症患者の早期退院の促進 52 51.5 6.9％ 41.6％ 42.6％ 8.9％
認知症患者・家族のケアに対する患者・家族の満足度の向
上

50 49.5 7.9％ 42.6％ 47.5％ 2.0％

認知症ケアにおける地域機関との連携の促進 44 43.6 7.9％ 48.5％ 38.6％ 5.0％
看護師の認知症に特有の倫理的課題や意思決定支援への理
解の向上

38 37.6 6.9％ 55.4％ 37.6％ 0.0％

＊おおいにあり・ややありと回答した人の合計

表 4　認知症ケアに関する変化の認知症ケア加算間での比較

ほとんどない あまりない ややあり おおいにあり p＊

認知症ケアにおける多職種連携の改善 ケア加算 1 2.6％ 15.6％ 61.0％ 20.8％
0.003ケア加算 2 8.3％ 37.5％ 50.0％ 4.2％

認知症ケアにおける多職種チームのコミュニケー
ションの改善

ケア加算 1 3.9％ 18.2％ 55.8％ 22.1％
0.001ケア加算 2 8.3％ 45.8％ 45.8％ 0.0％

認知症患者の入院中の行動心理症状の悪化の予防 ケア加算 1 3.9％ 18.2％ 68.8％ 9.1％
0.002ケア加算 2 8.3％ 50.0％ 37.5％ 4.2％

＊Mann-Whitney検定
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割合は 50％以下であり，効果が実感されにくい傾向で
あった．実際のケアの成果を実感するには，病院内の体
制整備，病棟看護師の認知症ケア実践能力の蓄積が必要
であるため，認知症ケア加算導入後，時間が経過するこ
とで効果の実感は向上することが期待される．
また，加算の種類による比較では，認知症ケア加算 1

での「多職種連携の改善」「認知症ケアにおける多職種
チームのコミュニケーションの改善」「認知症患者の入
院中の行動心理症状の悪化の予防」の効果は自己評価が
有意に高い．これは加算の条件に認知症ケアチームの設
置が義務づけられ，その活動内容と密接に関連した職員
側の効果であるため，有意に高くなっていると考える．
一方でその他の効果に大きな差はない．
看護師の認知症ケアに対する意欲や動機の高まり，認

知症ケアにおける身体的拘束の必要性の検討の充実など
は認知症ケア加算の種類に関係なく効果を自覚してい
る．
以上より，認知症ケア加算を算定している医療機関で

勤務する看護師の認識としては，認知症ケア加算による
変化として，特に「認知症ケアに関するスタッフの意識
や多職種連携」「身体拘束の検討」の改善があることが
示唆された．

２．改善事例の介入内容と効果

抜粋された事例には，介入内容として，患者の意志と
希望の確認と多職種間での共有，多職種による全人的ア
セスメントによる認知機能の把握と適切な薬物療法，身
体拘束解除を含む患者安全の向上，生活史と生活機能の
アセスメントに基づいた日常生活ケア，多職種による退
院支援があり，多職種での評価と介入が展開されて「う
まくいった事例」となったと考えられた．認知症ケア加
算後に行われている「うまくいった」介入では，患者の
意志を尊重した目標設定を基盤として認知症患者の状況
に応じた適切な医療提供とケアを多様な職種の協働によ
り提供していると示唆される．これらの介入内容は，認
知症ケア加算を算定した医療機関におけるケアのプロセ
スを記述した調査であり，システムの改善を進めていく
際の参考になりうる．
また抜粋事例での介入効果は，認知症のある患者への

効果として，認知症関連の症状の悪化予防，身体合併症

および症状の軽減，生活機能の向上など患者側の効果と，
職員への効果としてスタッフの知識の向上，連携の改善
など，の 2つに分類されると考えられた．事例において
認知症ケア加算の効果と把握できる内容として，患者・
家族への効果の他に，スタッフへの効果，連携への効果
が記述されていたことも重要であるだろう．認知症ケア
加算の導入を，スタッフへの教育，施設間の連携の改善
に活用していくことの有効性が示唆されたと考えられ
る．

３．今後の課題

本調査は，実際に認知症ケア加算の周知・普及に携
わっている老人看護専門看護師，認知症看護認定看護師
を対象として効果の認識を調査したものである．今後は
急性期病院に入院する認知症患者の在院日数，予後，退
院先などより客観性の高い指標を用いた調査・研究の必
要性があるだろう．また今回得られた事例の分析を進め，
認知症ケア加算を導入する組織の看護職が自施設の実践
を検討するうえで有益な知見を提示していく予定であ
る．
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